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令和２年度決算に基づく健全化判断比率等について 
 

令和２年度決算に基づく健全化判断比率等を算定しましたので、「地方公共団体の

財政の健全化に関する法律」の規定により公表します。 

埼玉県の令和２年度決算に基づく健全化判断比率は、いずれも早期に健全化を図る

こととされている基準（早期健全化基準）を下回っています。また、資金不足比率に

ついても、全ての公営企業会計において資金不足は生じていません。 

 これらの指標の算定結果は、埼玉県の財政状況が健全であることを示しています。 

 

１ 健全化判断比率（【 】内は令和２年度、（ ）内は令和元年度） 

（１）実質赤字比率               【  －（黒字）】（  －（黒字）） 

 一般会計等に赤字額がある場合に、その赤字額の程度を示す指標〔早期健全化基準：

３．７５％〕 

（２）連結実質赤字比率             【 －（黒字）】（ －（黒字）） 

    全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、県全体としての赤字額がある場合に、その

赤字額の程度を示す指標〔早期健全化基準：８．７５％〕 

（３）実質公債費比率              【 １０．９％】（ １１．１％） 

    地方債の償還金等の負担が県の標準的な年間収入額に占める割合を示す指標で、償

還金等の負担の程度を示すもの〔早期健全化基準：２５．０％〕 

（４）将来負担比率               【１８１．１％】（１８５．５％） 

    一般会計等の地方債残高や出資法人に対する損失補償負担など、県が将来支払う可

能性のある負担を県の標準的な年間収入額と比較した指標で、将来の財政負担の程度

を示すもの〔早期健全化基準：４００．０％〕 

 

■健全化判断比率が早期健全化基準以上になった場合には、財政健全化計画の策定が義務

付けられます。 
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■健全化判断比率の推移 ※単位：％ 

 早期健全化基準 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 

実質赤字比率 3.75 － － － － － － 

連結実質赤字比率 8.75 － － － － － － 

実質公債費比率 25.0 12.0 11.8 11.7 11.4 11.1 10.9 

将来負担比率 400.0 192.9 192.3 191.0 187.9 185.5 181.1 

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「－」は、黒字であることを示しています。 

 

２ 資金不足比率（【 】内は令和２年度、（ ）内は令和元年度） 

   公営企業会計に資金不足がある場合に、その額を公営企業の事業規模と比較した指標

〔経営健全化基準：２０．０％〕 

 ○全ての公営企業会計（※）【 －（資金不足額なし）】（ －（資金不足額なし）） 

※埼玉県病院事業会計、埼玉県工業用水道事業会計、埼玉県水道用水供給事業会計、 

 埼玉県地域整備事業会計、埼玉県流域下水道事業会計 

 

■資金不足比率が経営健全化基準以上になった場合には、経営健全化計画の策定が義務付

けられます。 

■「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行後、本県の全ての公営企業会計に

おいて資金不足が生じたことはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 


